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ここでいう経済社会構成 とはあ くまでも,社 会構成体,生 産様式,ウ ク
ラー ドといったマルクス主義歴史理論にかかわるものである。歴史や経済の
全体像にかかわる概念装置が,な にゆえマルクス主義的なものでなければな









さらには資本主義化,工 業化の過程において,一 時的に,と いってもかなり
の長期にわたり,自 ら資本主義世界 との接触を断ち,孤 立の道を選ぶ。30
年におよぶ孤立のなかで,形づ くられた 「新社会」は,伝 統中国及び近代以
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中国が如何なる社会であ ったのか,必 ず しも明 らかではない。これが,実
は,論争参加者の議論を昏迷させてきた最も大きな難問の一つである。さら
に,アヘン戦争以前において,中 国における資本主義化が始まっていたかど
うか,が問題 となる。 自生的な資本主義化が存在 したのかどうか,も し存在
したとしたら,その発展の水準は如何なるものであったのか,そ れらもま











ば,中 国以外の諸国,特 に朝鮮,東 南アジア諸国,イ ン ドなどとの比較 も欠
かせない。た とえば,1930年代の中国では,帝 国主義列強への政治的,経
済的な従属が強調一 まるで植民地であるかのように一 されたが,イ ン ド
や朝鮮の例からみれば,そ の従属の度合いは比較的浅かった と言わざるをえ
ない。対象を中国だけに限 ってしまえば,か えってそれ自身がみえな くなっ
てしまう。中村哲が比較史的な方法にこだわる所以でもある(後述)。






れに翻弄されなが らも大きく取 り残された広大な農村社会の特質を どう捉え
るのかといった,さ らなる疑問が湧いて くる。そして,極 めつけは,資 本主
義化を推し進めつつあった南京国民政府を打倒し,一転して社会主義化を推
進 した革命中国の政策妥当性の問題が続 く。これは,現 在の体制の正当性,
すなわち毛沢東以後の人民政府の法統(正統性)を問うことにほかな らない。
本稿は,一 応,民 国期 特に1920年代及び1930年代 に時期を限定
し,それらの難問の幾つかに対 し,解答への明確な展望を与えんとするもの
である。
さて,中 国共産党は,そ の ような捉 えがたい近代中国社会の特質を総括




のは,1928年,中共六全大会(モ スクワ)で 採択 された 「土地問題に関す
る決議」(中国共産党,1928)においてである。この 「土地問題に関する決
















動の中心であったのみならず,真 理の中心でもあった。 きわめてシンボ リッ
クな存在であった。それゆえ,コ ミンテルンに発する規定は,真理そのもの












だが,状 況は待 っては くれず,コ ミンテルンは次々と建設されてい く各国






の綱領や戦略 ・戦術を,そ れに似たと思われる国や地域の革命党に,そ れな
りに加工 して与える以外になかった(類型化)。それが,「規定」の実際であ
った(日 本の天皇制に関するコミンテルンの指導者の認識 が,結 局のとこ












型 と呼んでいる。 日本共産党 「31年テーゼ草案」は,コ ミンテルンが 日本
を中位b型 へ と分類変更 したことにより作成され,そ れが再び中位a型 に
変更されたことにより,「32年テーゼ」作成を招来せ しめることになる一





の理論水準からみれば,ま った く妥当していないとは言い切れないが,し か












と,(3)共同体制度の強固な存在,の3点 に要約し,こ れらの条件 とくに第
一の条件が中国の実際の情況と異なると指摘 している(中国共産党,1928)。





































(1931)のなかで,櫛 田民蔵は,わ が国の地主 ・小作関係を 「封建的搾取関











が,当 時の講座派にまった く受け入れ られなかった所以でもある。










及し,さ らに革命の功労者たちの功績を割 り引いたり,無視 したりすること
が認められるかどうかという問題に波及する。半植民地 ・半封建的規定が誤
まっていた とした ら,それによって基礎づけられていた革命党の綱領,戦
略,土 地革命(土 地改革)路 線等々が誤まっていたということになる。さら
に,中国革命を中国人民の普遍的な社会主義運動の賜物 と見る彼らの歴史認
識を崩壊させることにつながるであろう。
革命成功の途上,そ して成功後,革 命党は,その成功にあわせて,彼 らを
歴史上に位置づけ,歴史上における彼 らの比類なき功績を誇示することにな
ったが,半植民地 ・半封建規定もまた,そ のなかで大 きな役割を占めること
になった。スターリンの歴史発展の五段階説に範をとり,中国もまた,原 始
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共同体社会,奴 隷制社会,封建社会,資 本主i義社会,社 会主i義社会の普遍的
な歴史発展のコースを辿 り,ついに社会主義段階に到達したと主張 した。そ
して半植民地 ・半封建 として規定された社会 こそ,前 賢本主義的社会構成と
しては封建社会を経過 してきたこと,そ して社会主義への過渡 として,帝 国
主義に支配された半植民地社会すなわち資本主義に相当する段階を経過 した
ことを明らかにするものであった。たしかに,中 国革命のコースは非資本主









が,文 革以後,す なわち60年代中葉に発生した 日中両国共産党の路線対立
が,次第に鮮明になり,その対立が理論上においても後戻 り不可能になって
からの ことであったことに,や はり大 きな意味をもとめさるをえない。 この
理論的な分岐において,1930年代におけるもっとも優れたマルクス主義中
国研究者であった中西功が再度,中 国研究者 として論壇に登場 したのが,









といえる。だが,さ らにもう一つ,半植民地 ・半封建規定は,暖 昧であるが
ゆえに,その広が りが,多 くの疑問や難問を包み込み,長 く持ちこたえてき
た といえるのではないだろうか。まず半植民地 ・半封建 といっておけば,大
体のこと 中国近代史における主要な矛盾,生 産関係や階級対立一 は説
明できるといった,大 雑把な妥当性が,そ の延命を大いに助けることになっ
た と思われる(もちろん,革 命党の後光がその持続の背景にある)。それに









てい く過程が,す なわち中国人民が帝国主義及びその走狗に反抗してい く過
程であった」(毛沢東,1939)と記 され,そ こでの帝国主義の役割の大 きさ
が際立つ。つまり,帝国主義によって支配されている状態,帝 国主義列強に
よって中国の主権が左右されている状態こそが大きな問題なのであって,実










描 くことに躊躇しなかった,と いうよりも,そ う描 くことに腐心していた と
いってよい。
では本当に植民地であったのか。あるいは植民地状態にあったのだろう
か。この場合の植民地 とは,武 力によって領土を奪われた状態,政 治的な主
権の喪失をいう。だが,こ のような状態は,周 知のごとく1840年から1949





趨 を決めるような大事一 た とえば戊戌の変法(1898年)や光緒の新政















家,中 央による地方の指導,最 高主権者を中心 とする全国的なヒエラルキー































なる(黄 仁宇,1998)。大戦中の1942年,中国は米 ・英 との不平等条約撤廃









いるかが,重 要なポイン トになる。国家は,政 治においてばかりでな く,経






存在 した。洋務運動期,戊 戌の新法期,さ らには光緒の新政期,そ して大恐
慌下の南京政府期,さ らには,光復後の数年間,で ある。 しかし,清末各期
は,実 際のところ,こ のような改革を推進する主体が未形成であったか,も
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しくは存在 していた として も,『保守反動勢力に比べてはるかにひ弱であっ





























にも大 きな責任がある。 とくに,光 復(1945年)後の無策ぶ りが,共 産党
側からする一方的な印象の供給に手を貸すことになった。戦後の 日本資産の
収管 と米軍援助を加え,例 えば金融資本においては,四 大家族傘下の四行二
局が全銀行資産の90%強を占めるまでに膨れ上がった国家官僚資本主義に
よる経済支配,こ れほど彼 らの驕慢 と専横を象徴するものはないであろう。













た とえば,ア ヘン戦争に敗北 したことぐらいをもって,す でに半植民地化
したなどといった論調は,そ のことを鮮明にあらわしている。例えば,近 代





る諸国と,周辺に組み込 まれた諸国の相違を無視 しているといえば,そ の と




本 の手先 とされた軍閥や買弁さえも,実は他の民衆 と同じように拒絶的






















国資本 と中国側(現 地)商 工業老や農民の間に介在し,その不自由な取引か















ミナーゼである(5)。彼は,後 に トロツキス ト反対派 として粛清される。アジ
ア的生産様式論=ト ロツキス トといった誤解は,そ こから生 じている。
前述の如 く,その半年後,ア ジア的生産様式規定は廃棄され,そ れにかわ
って半植民地 ・半封建規定が登場する。その後,ソ 連(及 びコミンテルン)























早 くより土地の私有が発生 し,また大土地所有者もすでに存在し,そ の大























せるような基礎 となるような ものではなかった。それゆえ,中 国の大土地所
有者の戦略は,官(唯 一の公的権力)と のつながりによって,つ まり自分 も









きる隷属農民の存在が前提 となるだろう,小 作に出すにせよ一 当然佃
戸 となる零細農民の存在が前提 となる,そ の土地所有は,農 民の搾取に







家が封建社会 と呼んでいるものの間には,と もに小農生産を基盤 とする社会
であるという一致点以外に,似 ているところはほとんどない。それで もな





をとっていたわけではない。彼 らもまた,歴 史発展の五段階説,日 本風にい
えば 「世界史の基本法則」の信奉者であったということである。中国の歴史
が,普 遍的な歴史発展のコースとして説明できること,つまり歴史の例外で
あった り,特殊であった りしてはならなかった。民国期 とくに1930年代の
悲惨な状況においても,かならず社会主義や共産主義へとつながる歴史発展
の途上に中国はあると説明できなければならなかった。
また革命後は,偉 大なる中国革命 とその社会主義建設が,同 じく普遍的な
歴史発展のコースの結果 として勝ち取られたものであり,歴史の偶然であっ
てはな らず,歴 史法則の例外や特殊であってもならなかった。1950年代か
ら60年代前半にかけて,毛 沢東主義歴史観 といってよいものが台頭 した
が,そ こにおいては,世 界に冠たる中国社会主義は歴史発展の精華でなけれ
ばならず,そ れゆえ,歴 史発展のもっとも普遍的な道を代表 していなければ
ならなかった。そのためには,歴 史法則どお りに奴隷制も封建制 も段階を踏
まえて経過 していなければならず,さ らに,そ の奴隷制 も封建制 も,類型 と
して特殊なタイプではな くもっとも普遍的,典 型的特徴をそなえていなけれ
ばならなかった。つまり,奴隷制はギ リシャ ・ローマ的奴隷制 と股周奴隷制
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を ともに典型 として叙述されなければならず,封建制はヨーロッパ封建制 と
中国封建制をともに典型 とするような内容に書 き換えられなければならなか
った。つまり封建制には領主制的封建制 と地主制的封建制があり,それは発
展段階 として同じ封建制であ り,それゆえ歴史叙述において,中 国の読者
は,自 らの国の歴史がヨーロッパ とまった く同じ封建制段階を経過したこと
を,何 の疑いもな く,したがっても抵抗もな く,そのまま読 まされることに
なる。
このような,毛 沢東主義歴史観は,基 本的には文革後 も継続し,1980年
代においても,その発想に疑問が提出されることはなかった。最近にな り,












従来の中国近現代史の理解においては,中 国側,日 本側の研究者 ともに,
半植民地 ・半封建社会であるとの認識において共通していたようにみえる。
だが,こ の場合,半 封建的社会における封建制 とは,結 局は資本主義以前の







たしかに日本においては,経 済史を中心 として,特 に1950年代から70年
代にかけ,そ のような封建社会から資本主義社会への発展への展望を具体的
な中国近代史研究から,どのように導き出すのかといったことに,大 きな関










の動 きもまた,多 分に影響 したと思われ る)。従属理論や世界システム論
は,研 究者に強いインパクトを与えたものの,そ の理論は完成 されたもので
はなく,従来の理論的水準からすれば欠点の多い,批判 しやすいものであっ
た。だが,そ れにもかかわらず,そ の影響や対応,そ して反応や批判を含め
て,注 目すべき諸説が出された。
80年代以後においては,一 方では,半 植民地 ・半封建社会論の済し崩 し
的変容,換 骨奪胎 とでもいうような事態が進行し,逆にもう一方ではそのよ
うな理論的な枠組 自体に対する無関心が広がっているようにみえる。





小谷注之は大上末広 ・中西功論争を論 じた 「[半]植民地 ・半封建社会構成
の概念規定」(小谷,1977)において,[半]植民地 ・半封建社会を,資本主
義が後進諸地域につくり出す ところの人類史的には副次的 ・従属的な社会構
成体 と規定 し,そ の概念構成を明らかにしようとした。小谷の もっともユ
ニークな主張は,そ の 「[半]植民地性」規定にある⑦。彼によれば,「植民












小谷は 『マルクス とアジア』(小谷,1979:p.214)において,寄 生地主
制を論 じ,近代アジアにおける寄生地主制はまさに半封建的土地所有 とよば
れるべきものであ り,さらにその半封建的の半 とは半ば封建的 といった意味
合いではな く,資本主義という外的規定性によってつくり出される関係を表
現していると明確に述べている。
確かに,半 植民地 ・半封建社会論にいう半封建,及 び寄生地主制=半 封建












ろうと,近代に入 り資本主義 もしくは帝国主義によって侵食され,植 民地化

























は,構 造的ではあるが,発 展段階論的視角を欠 くと総評している(高橋,
1978a)。
このような小谷批判 と同時に高橋は,発展段階論を踏まえた,世界資本主
義の類型様式 として資本従属制を提起 している。高橋によれば,世 界資本主
義は,現実には資本主義の世界体制 として存在 し,それは先進資本制(イ ギ
リス型),後進資本制(ド イツ型),資本従属制(イ ン ド・中国型)を 三つの
主要な類型様式から構成 される。つまり,こ こで問題になっている半植民

























村による植民地 ・半封建社会論 とアミンの周辺資本主義社会構成体論 との結
びつきに結果 したことである。 というのも,小谷の[半]植民地 ・半封建社会
論は,朝 鮮史研究者たちからは,一 つの社会構成体の理論的規定として正面
から受け止められることになったからであった。そのような流れになった要
因としては,以 前より,朝鮮史家の間において,中 国の半植民地 ・半封建社
会論が一つの理論的な枠組として,影 響を及ぼしていたことがあげられる。
解放当時(1945年)の朝鮮 ・韓国社会を,[半]植民地 ・半封建社会 と規
定 し,その枠組から解放の意味を解明し,変革の主体 と客体を説明しようと





































は,特 に重要である。後者は,労 農 ・講座両派の論争(封 建論争=資 本主義






論に大きな衝撃を与えることになった。それは,ド イツ,日本,イ タ リアな
どの後発資本主義国が19世紀後半から20世紀前半にかけて,資 本主義的な
発展を遂げ先進国の仲間入 りをした後,し ばら く後に続 く国がなく,先進国
と発展途上国への二極分化が進んでいるかのような,帝国主義 もしくは国家
独占資本主義的な世界体制(当 時は,ま だ世界システム といった用語は使わ
れていなかった)の なかでの,極 めて稀な現象 として出現したからであった
(もちろん,資 本主義擁護派にとっては,開 発の,待 望の成功例 として登場
した)。それゆえ,従 属理論を中心 として,NICs諸国の発展を,表 面的な
成功,だ が危うさ一一例 えば韓国,台 湾などの場合,独裁政権の強圧統治及
び寡 占ブルジ ョアジーを中心とした蓄積の強行,そ れ らはいずれも人民にひ
たすら犠牲を強いるものであった のなかでの,ご く少数国のつかの間の
成功であり,しかも実質的には先進資本主義国へのより深い従属として捉え




いた中村は,独 立後のその急速な資本主義工業化が,明 治以後の 日本の資本
主義化とも共通している面があることに注 目し,そ こから中進資本主義概念
を発想した といわれる。中村が,韓 国に関心を寄せる切っ掛けは,日本帝国







え,そ のどち らでもない状態が比較的長期にわたって持続した り,さ らに
は,そ れらの諸国のなかから,先進国への従属を残しながらも,と もか くも
経済発展を遂げる国が,一部 にせよ,数力国を越える規模で出て くるなどと
いう展望を,マ ルクス ・レーニン主義を掲げる歴史理論及び経済理論は一
た とえ従属理論 に組していな くとも,ほ とんど有していなかった といえる。
中村は,そ の ような中間的な存在 を中進資本主義 と呼び,そ れ らは1930
年以降の資本主義の変質によりようや く可能 となったこと,且つ,そ れをも







展の可能性 も,停滞や低開発の発展の可能性も,と もに存在 している。アル















だが,当 時は,そ のような変化が本質的なものかどうかについて,マ ルク
ス主義者たちの間では,ま だハッキ リとした見通しはたっていなかった。マ
ル クス主義者たちのほ とんどが,1970年代に入っても,資 本主義は帝国主





















済発展を受け,一 応の全国政権 として成立し,さ らに 「外国帝国主義に一面
で従属 しつつも,中国資本主義を積極的に育成した」。「1930年代には軽工







ての登場を踏まえ,な にゆえ東アジア諸国において,少 な くともこのような
中進資本主義化が進んだのか,さ らには日本,朝 鮮,台 湾における資本主義
的工業化が進んだのかについて,そ の共通 した背景 として,小 農経済の成
熟,小 農民経営の発展をあげている(中村,1994)。
小農民経営は従来,マ ルクス主義な歴史発展論か ら見れば,合 理的な経
営,技 術革新の適用といった面からみても,資本蓄積からみても,大農経営
と比較 し,遅れたものであ り,さらには寄生地主制の温床 として,正 常な資
本主義的な発展にとって足かせになるものとして,否 定的にみ られがちであ
った。それに対 し中村は,そ のような発展論は,戦 前の講座派,労 農派以来
の,欧 米の歴史発展を正常なもの,ア ジアを遅れたもの としてみる,共通の
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可能にしたとしても一 であ り,日本,韓 国,台 湾においては,小 農民経営
の発展に適合的な土地改革,農 地改革がはかられたこと,あるいはそれらの



























文を発表 してお り,持論 とする近代中国における国家資本主義の発展を積極
的に実証 し続けたほか,ア ジア的生産様式論,国 際価値論争,世 界システム
論な ど,中 国をめ ぐる様 々な理論的課題の究明に取 り組んでいる。.なかで
も,中国資本主義の世界資本主義体制への組込みを,連節化(articulation)
概念の適用,す なわち接合論(飾 金論)の 視角より明 らかにした 「不等価交
換のarticulationの構造 について」(1981)は,注目されるべき労作 といえ






中蔦は,元 来,ソ連経済史学の影響を受け,後 進国の社会経済構成を 「多
ウクラー ド構造」と捉え,国 民党統治下の中国を,「国家資本主義ウクラー
ドを指導ウクラー ドとする多ウクラー ド構造」と規定 した。多ウクラー ド構
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造論は,以 後,接 合論的に読み換えられる。中鴬は資本主義世界体制に連節
化される以前の,周 辺世界(中 心に対する)の通時的構造を,ア ジア的生産
様式を基底 とした もの,ま たは共同体的土地所有を土台 とした社会構成であ





となるのは,政 治的構造=国 家を持ちうるかどうかであ り,それが可能な
時,後進国もまた国民経済の主体性をもった多ウクラー ド社会構成の段階を
迎えることが可能 となる(中鷺,1983)。もちろん,こ の場合の国家 とは,


















弁ブルジョアジーもまた,「民族ブルジ ョアジー」の一部 とされ,さ らに,
国民経済形成に参与するとされてお り,従来の中国近代経済史における買弁
に対する見方 と大 きく異なっている(中 蔦,1981)。そこには,帝 国主義的
独占に対する妥協や中心の援助に対する断罪もなければ,民 族資本の買弁資
本や官僚資本に対する峻別が存在 しない。
中蔦の主張は,ラ テン ・アメリカ従属理論を代表する一人であ り,かつ
A・G・フランクとは異な り,従属 と発展は,必 ずしも両立 しないのではな
く,歴史状況の組合せによっては,従 属下の経済発展は可能であると説 く
F・H・カル ドソの主張に重なるところである。中鴬は,同 じく,カル ドソ
を引用しつつ,国 民党政権の下における,国家資本主義主導の経済発展が可
能 となった重要な背景 として,1930年代に顕著 となったアメ リカ帝国主義
の対外政策の転換をあげている。それは政治的にはLA諸 国に対する軍事介
入の抑制(友 好善隣政策)で あ り,後進国のブルジョア階級育成につながる
ものであった。つまり,半植民地的後進国の植民地脱化の動き,そ の一定の
補完工業化を可能 とする路線選択を許容する政策への転換であ り,ブラジル
に代表されるラテン ・アメリカや中国において,国 家官僚 と軍部 と中産階級











がな されて きたの だろうかoo。た とえば,奥 村哲(1990)及び久保亨
(1982,1995)は,それぞれの史論において,半 植民地 ・半封建規定に対す
る疑問や批判的見解を述べ,足 立啓二 『専制国家史論』終章は半植民地 ・半
封建社会論からの脱皮過程に言及してお り,さ らに足立はその脱皮が潮流 と
して存在することを明確に述べている。また,笹川裕史(1995)にも同様




実績,実 力 ともに備えた彼らが,な にゆえこの問題に対し積極的に発言 し
ないのであろうか。この種の大きな時代の枠組にかかわる議論は,こ れまで
の例からいえば,「労のみ多 くして,益 少なし」である以上,こ の種の議論
を回避したい理由はわからないわけではない。 ともあれ,半 植民地 ・半封建















会論(近 代化論的発展段階論もしくはモスクワ派共産党の主張)の 否定 とし
て論壇に登場している。このような従属理論の二重社会論の否定がただちに
半植民地 ・半封建社会論の否定にはつながらないにしても,屈折し且つ複合
的な社会構成を明 らかにするような歴史理論 として,従属理論は有効 とはい
えないであろう。従属理論の本領は,従 属諸国の複雑な内的編成を解き明か








参考になる。本多は,梶村秀樹,中 村哲,ア ミン,デ ュプレ及びレイらを参
照 しつつ,植民地朝鮮の社会構成を周辺資本主義社会権成体と規定する。そ
れは,植民地的上部構造に支えられて資本主義的生産様式が支配的になり,










の果た した役割を大 きく評価 している。
このような周辺資本主義構成体論は,同 じく中国近代にも適用可能であ
る。まず,帝 国主義列強の進出のより,中国が世界資本主義システムに繰 り
込まれる段階。この時,列 強は満満政権を通 じて,開港,租 界地の設置,商






港場における外国企業経営権の承認)以 後,南 京政府樹立 までの30数年間
であろう。だが,この時期において も,列強は経済活動を制限されており,
他の植民地並みの一 た とえばイギ リスにとってのイン ド,フランスにとっ



































済的要因,発 展 しつつあるイギリスに対するフランスの後進性,景 気動向といった
ものにも帰せられないことを論じている。同じことは,中 国革命についても言えよ















てい くと,別な相貌が見えて くる。つまり,中国やインドのように,長 期にわたり
固有な歴史を積み上げた民族あるいは国家にとって,つ まり,長い歴史のなかでそ
のような国家機構や文化政策を担う厚い層が形成されてきた諸民族のもとにおいて
は,従 属の程度はそれぞれ異なっても一 片や植民地化,片 や半植民地的状況一
それに対する抵抗の激 しさ,執拗さは極めて大きな類似を示すこと,19世紀後半か
ら20世紀前半にかけ(さ らにその後 も),従属からの離脱が(政 治的にも,経 済的

















に,資 本財も輸入に依存 しているために,貿 易収支は入超にな りやすい。また,国
内の資本蓄積の規模が小さいため,急速な経済発展にとって不十分であり,これら
を補 うために外資を導入する場合が多い。金融面における従属。先進国に対 して




自力更生を強調する 「抗 日民族統一戦線」論や陳伯達以来の 「四大家族」論等々に
ついて,「われわれの批判的観点 と研究は従来の定説を補強する意味をもつ場合も
あるが,歴 史認識の根本的な改変を迫 る場合もある」 と述べている。この記述は,
姫田らが,上 記の定説から出発 しながらも,当時,そ れらの定説に対 し微妙な態度
をとっていたこと,いまだ過渡期にあったことを示,している。
ω 接合概念は多岐にわたるが,主要には,生 産様式間の接合及び審級間接合(移 行
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